



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　　　　　　　　　　1（27） 　6ハ7＝　　 　 　　　　　　　　　　（！V分ノp1干w亙61ζ十1V■6／1）
　　　　　　　1－F亙亙〃w／P
となる。さらに，この6〃を（皿）式に代入することにより，
（・・）・γ一（讐篶鴛・・亙）狐・。一景糸”、、〃
が求められる。
　つぎに，（y）式と（▽）式を（v）式に代入して整理すると，
　　（ユーCH）〃＝（C・十1・）〃十1〃W＋κTC・一・〃十1亙泌十Cチ〃
のようにたるので，これから
　　　　　　　　1　（29）〃＝　　　［（1－CH）♂γイ〃6〃一κ十Cr一〃τ　　　　　　　α十ム
　　　　　　　　　　ー1亙6K－C〃γコ
が導ける。ここで，もし♂K＝〃＝0ならぱ，（27）式と（28）式より∂W二
3y＝0であるから，上の（29）式は簡潔に，
　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　＾　（30）　　∂7＝　　　　　　　　（一∂G＋0r＿τ611－Cテ6γ）
　　　　　　　C。十ム
のように示せる。そして，この”を（V）式ならびに（V）式に代入し，∂γ＝
3W＝6K＝0に考慮を払えぱ，
　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　＾　（31）　4C＝　　　　　　（一Cγ6G－1．CアーT6T＋ムCチ6γ）　　　　　　　G＋ム
および
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　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　＾（32）　　61＝　　　　　　　　（一6（；十（：r＿T6τ一（：チ〃〕‘）
　　　　　　C。十ム
が求められる。
　おわりに，（W）式は（C．7）式の関係〃＝后Pγを使うと，
　（33）　61〕＝一」L6「十」巳♂”　あるいは　坦＝　6γ十6”
　　　　　　　　γ　　　　〃　　　　　　　　　　P　　　y　　〃
のように表せる。ここで，∂K＝〃＝0の場合には，（28）武より∂γ＝0にな
るから，（33）式は簡単に
（34）　6P＝」三一6”　あるいは　坦＝型
　　　　　　〃　　　　　　　　　P　　〃
と示せる。
　以上の結果にもとづき，はじめに，古奥派モデル（C．1）～（C．7）の外生的
な政策変数（〃，θ，T）に変化が生じたとき，マソロ経済にどんな影響が現
れるかを分析することにしよう。
〈・）金融政策
　まず，r金融政策」の効果を見るため，通貨当局が名目貨幣供給量〃を増加
させた場合を取り上げ飢これまでに指摘したとおり，経済の実物変数はすべ
て実物部門のみで決まってLまう。それゆえ，たとえ貨幣供給が増えても，実
物変数はなんら影響を受げることはない。この点は6K＝6λ＝dγ二κ＝
3T＝Oと置けぱ，（26）～（28）式より∂（W／P）＝∂W＝6γ＝0，また，・（30）～
（32）式より〃＝6C＝班＝0となることから確認できる。すなわち，貨幣供給
量〃が増えたとしても，実質賃金率w／P，労働雇用量w，実質国民所得
（国民総生産）γは不変である。そのため、実質利子率γ，実質消費C，実
質投資∫も変わらないのである。
　したがって，貨幣供給の増カロによって影響を受ける内生変数は物価水準P
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P工　　一＿・＿＿＿阯＿＿一一＿
Po
　　　ア“
第8図　金融緩和の効果
　　〃lP＝一　　冶γ
　〃oP＝一　鮒Y
だけである。（34）式から，物価水準は貨幣供給量と比例鰍こ変化L・物価上昇
率は貨幣供給増加率に一致することがわかる。この点は第8図に示してある。
貨幣供給量が〃・から〃・の水準へ増加Lた場合・貨幣数量説による貨幣市
場の均衡条件（C．7）を表示する直角双曲線は，右上方の位置にシフトしよ
う。けれども，実質国民所得γは完全雇用水準γ＊で変わらないから，増加
した貨幣供給はもっぱら物価水準を押し上げる働きをする。その結果，物価水
準は1〕oからP。へ貨幣供給量と比例的に上昇することになるのである。
　付け加えると，実質賃金率W／1〕が不変で，物価水準1〕が貨幣供給量〃
と比例的に上昇するということは，貨幣賃金率πも物価水準（および貨幣供
給量）と此例的に上昇することを意味しよう。胴
　要するに，貨幣供給量を増加させても，経済の名目変数がそれと比例的に上
昇するだけであり，実物変数には影響が及ぱないのである。この結果はr貨幣
の中立性」が成り立つことにほかならないむそれゆえ，金融緩和政策を実施し
⑬すなわい（号）千（苧芸）一・の関係・お！び（・・）式11・苧一
61〕　6〃＿＝＿が成り立つ。P　　〃
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ても，雇用や生産・所得を完全雇用水準以上に拡大させることは不可能であっ
て，単に物価・賃金の騰貴をひきおこすだけなのである。
（b）財政政策
　つぎに，財政当局が政府支出Gを増加させた場合を中心に，r財政政策」が
経済に与える影響を検討しよう。
　政府支出が増加する場合にも，実質賃金率，労働雇用量，実質国民所得（国
民総生産）はなんら影響を受けない。それらの変数は政府支出から独立に，完
全雇用水準に決定されるからである。これは（26）～（28）式にはκが含まれ
ず，∂K＝伽＝0のときには，4（Wμ〕）：6W＝6r＝Oとなることから明白で
ある。また，（34）式において，ゴ〃竈0より〃＝Oになるから，物価水準も
変わらないことがわかる。
　ただL，政府支出0が増加した場合（犯＞0），財市場の均衡が実現するた
めには，その増加分と同一の規模だげ民聞の消費Cと投資／が減少しなけれ
ぱならない。なぜならぱ，（w）武において，総供給（総生産）γは完全雇用
水準γ＊で一定のため6γ二〇である。ゆえに，総需要0＋＾Gも全体と
Lては不変であり，κ＝一（6C＋〃）という関係が成り立たなけれぱならな
いからである。
　財市場の調整過程は，第9図を見るとより明確になろう。もし政府支出が
Goから0・へ増カロすると，総需要線は当初のC＋1＋GoからC＋1＋G・へ
と右方にシフトする。このとき，利子率が不変ならぱ，経済はEo点から亙・
点へ移る。けれども，亙。点では財の超過需要が存在するので，利子率の上昇
が始まり，経済は且点の方向へ動いていく。結局，経済が且点に到達L
たとき，財市場の均衡が実現L，実質利子率の水準は”oからπ・へと高まる。
しかしながら，総需要＝総供給の水準は元のγ＊のままで変わらない。つま
り，財市場においては，実質利子率の上昇によりr完全なクラウディソグ・ア
ウト」が起こり，民間の実質消費Cと実質投資1の合計ぱ，ちょうど政府の
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f
　　　　　　　　亙1fl　一一・一一一　一一・一一一一一
f0 型一．．．．．E2
　C＋1＋G1
C＋∫十α
　　　yヰ　　　　　X　C＋1＋G
第9図財政拡張の効果
支出増加分だけ減少したのである。換言すると，政府支出の増加は生産・所得
γの水準には影響を及ぼさず，一定のγを民問から政府へ移転させるという
資源配分上の効果をもつだげなのである。
　政府支出の増加によって，利子率，消費および投資がどれだけの影響を受け
るかは，（30）～（32）式から，以下のように示せる。
　　　〃　　　　　1　　　一一　　　　　＞0，　　　6G－　　　0。十ム
（35）
　　　〃＿　　／。　　　一＿　　　　　＜0　　　60　　　C。十ム
∂C　　　　σ　　＝　　　　　＜0，∂G　　　Cア十1。
これより，一般に，政府支出Gが増加すると実質利子率7は高まり，その緕
果，実質消費cと実質投資∫の両方が減少することがわか飢しかし，消費
が利子率に関して非弾力的な場合には，C・の値は小さいから，消費はほとん
ど減少しない。反面，投資がほぼ政府支出の増加分だげ減少することになる。
したがって，経済成長を重視する古典派の立場からすれぱ，生産的な民間投資
をクラウディソグ・アウトしてしまう政府支出の拡大は，けっして好ましい政
策ではない。
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　なお，財政当局が減税を実施した場合も，上述の政府支出増加のケースと同
じょうな結果になる。つまり，W／1〕，W，γは変わらないL，Pも不変であ
る。ただL，今度は財市場において，減税にもとづく直接的な消費の増加が・
利子率の上昇を通じた消費と投資の減少によってちょうど相殺されるような調
整がたされる。その結果として，利子率と消費，投資がどうなるかは，（30）～
（32）式から容易にわかる。すなわち，
　　　　67　　Cr．τ　　　　6C　　　1．Cy－r　　　　一＝　　＜0，一一＝　　　＜0，　　　　6τ　　C、十ム　　　　6τ　　　　C。十ム
　（36）
　　　　61　　ム0r＿r　　　　一＝　　　　＞0　　　　6T　　α十ム
が得られる。Lたがって，減税が行われると（6T〈0），実質利子率グは上
昇L，実質投資1は減少する。実質消費Cについては，減税による増加分が
利子率上昇による減少分を上回り，結局は投資の減少分だげ増加することが知
られる。もし消費が利子率に関して完全に非弾力的ならぱ（C㌍＝0），減税によ
り消費が増加Lただげ，投資が利子率上昇を通じて滅少することにな乱
　さらに，財政政策の貯蓄に及ぼす影響を調べておこう。そのためには，（v）
式に代えて貯蓄供給関数（C．4）’の全徴分形
（v）16s＝s。〃十sr一π6y－sr－r6τ十∫チ6γ
を，また，（班）式の代わりに（C．6）1式の全徴分形
（v）1　6s＋♂τ＝61＋6G
を考慮に入れる必要がある。そうすると，6K＝6λ＝0で3γ＝∂W＝Oとな
る場合については，（W）’，（1V），（W）’式を解くことによって，
　（37）加　1［一6G・（1一∫H）〃・舳貢1
　　　　　　　－s。十1㌍
　（38）∂∫一　1［一∫、6G・（∫。一1チ∫H）〃・1・Sテ6ア1
　　　　　　　－s。十ム
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S＋T
d6
　　　　　　　　　E工
刈二1二：l1亙zじ．．
　　　　　　　；　1　　　　　　什Gl
　　　　　　　；　1　　　1＋α
　　　　　　　　　1＋G，∫十T　　　　d8　　∂1
第10図　政府支出の増カロ
　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　山　（39）　　∂1＝　　　　　　　　一［一∂G＋（1－Sr一τ）6T＋Sテ6yコ
　　　　　　　ー。S。十1。
が求められる。ここで，γ＝0（篶γ一ηγ）十5（れγ一τ，γ）十τの関係を利
用すれぱ，Cτ＝一S。，1－Sアーπ＝Cアーfの関係が見いだせよう。したがって，
財政政策が実質利子率πと実質投資1に与える影響に関Lて（37），（39）式か
ら引き出せる繕果は，前出の（35），（36）式のそれとまったく同一になることが
わかる。
　また，財政政策の実質貯蓄Sに及ぼす効果は，（38）式より，
　　　　6S　　　　　　Sr　　　　　　∂S　　Sr一ムSr＿”　（40）一＝　　　　＞O，一＝　　　　＜0　　　　6G　　　　一∫r＋ム　　　　6τ　　　一∫r＋ム
のように示される。ゆえに，政府支出が増加すると，実質利子率の上昇が起こ
り実質貯蓄∫は増加する。ただし，ム≠0であるかぎり，利子率上昇によって
投資がクラウディング・アウトされるため，貯蓄の増加分（＝消費の減少分）
は政府支出の増加分よりも小さくなる。また，貯蓄が利子率に関して非弾力的
注ときには，∫。の値は小さいから，貯蓄はほとんど増加Lない。つまり，消
費はほとんど減少せず，投資が政府支出の増加分近く減少することになろう。
　上述の内容は，第10図を参照すると明瞭になる。政府支出の0oからG。へ
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の増加により（∂G〉O），資本需要曲線が当初の1＋Goから1＋G。へ右方にシ
フトしたとしよう。これにしたがい，資本市場の均衡点は亙oからE・へ移
り，実質利子率は上昇する（〃＞O）。その結果，実質貯蓄は増加し（お＞0），
実質投資は減少する（”くO）ことが見てとれる。さらに，S㌍の値が小さけ
れぱ，資本供給曲線S＋τは垂直に近い形となり，Sの増加分は小さく，逆
に1の減少分は犬きくなることも容易に理解できよう。
　加えて，（40）式の2番目の関係から，・減税は実質貯蓄Sを増加させること
がわかる。貯蓄は減税にもとづく可処分所得の上昇と，消費増加による利子率
の上昇との二つの経路を通じて増加するのである。ただし，SHく1に配慮
すれぱ，貯蓄の増加分は一般に租税収入の減少分よりも小さいことが（40）式よ
り読み取れる。以上の点は，第10図において，資本供給曲線S＋「を左方に
シフトさせてみると，ただちに明らかになると思われる。
6　外生変数の変動の効果
　前節の金融政策と財政政策の劾果分析に引き続いて，本節では・その他の外
生変数に変化が見られるとき，古輿派モデル（C・1）～（C・7）からどのようた
帰結が得られるかを分析する。
（三）将来所得
　いま，家計が将来の景気に対して楽観的恋見通Lをもつようになったとか，
政府による減税措置が予定されているとかLて，家計の期待するr将来所得」
アが上昇したとする。本稿の古奥派モデルの枠組みでは，将来所得は消費需
要関数に含まれるだげである。したがって，将来所得の上昇の効果は・前節で
検討Lた租税収入の減少の場合と，定性的にぱまったく同じになる。
　すなわち，労働市場や企業の生産活動には影響が及ぱないから，実質賃金率
w／P，労働雇用量w，実質国民所得（国民総生産）rは完全雇用水準におい
て不変である。これより，物価水準1・も変わらないことが知られ乱ただし・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　291
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財市場においては，将来所得の上昇に起因する消費の増加を，利子率の上昇を
通じた消費と投資の減少によってちょうど相殺するような調整がなされる。巖
密に，利子率と消費，投資がそれぞれいかなる影響を受げるかは，（30）～（32）
式から，
　　∂グ　　　　C量　　　　　∂0　　ム0チ　　　　　∂∫　　　　ムCテ　　㍗＝　　　　　　　　＞0，　て＝　　　　　　〉0，　て＝　　　　　　　　＜0　　6γ　　　　C・十ム　　　　　6γ　　C・十ム　　　　　∂γ　　　　α十1・
となる。ゆえに，将来所得が高まると期待される場合には（♂γ〉0），実質利
子率7は上昇する。また，実質消費Cは実質投資∫の減少分と同一の規模だ
け増加することが理解される。
（b）期待物価上昇率
　ところで，本稿の古典派モデル（C．1）～（C－7）の中には，期待に関違する
外生変数として，以上の将来所得のほか期待物価上昇率が含まれている。とい
うのは，ここまで，期待実質利子率グを1つの内生変数として扱ってきたカミ，
それは名目利子率｛から期待物価上昇率π侶を差L引いた値，つまりγ＝麦一π筍
と定義されるものであった。そLて，暗に，名目利子率が内生変数であって，
期待物価上昇率は物価水準をはじめとした内生変数からは影響を受げない外生
変数である，と考えてきたのである。
　それでは，期待実質利子率クを明示的に，名目利子率6と期待物価上昇率
π直の差で置き換えたうえで，期待物価上昇率の変動の影響を考えてみよう。
いま，物価上昇に対して人びとの抱く期待が高まったとする　（∂π｛＞O）。まず，
（26）～（28）式は6π｛を含まないので，実質賃金率W／1〕，労働雇用量w，
実質国民所得（国民総生産）γはまったく影響されないことがただちにわか
る。さらに，（30）～（32）式より，実質利子率7，実質消費C，実質投資1が，
また，（34）式より，物価水準Pも変わらないことが見てとれる。
　それゆえ，期待物価上昇率が高まっても，なんの影響もないように思われる
が，実質利子率が不変であることは，名目利子率オが期待物価上昇率π｛と同
　292
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??
　　　　　r“　　　　　　　　XC＋1＋G
第11図期待物価上昇率の変化
じだけ上昇したことを意味Lよう。これは（30）式において，”＝6（去一π壇）＝O，
つまり
　　66＝6πε＞0
となることから確かめられる。あるいは，名目利子率を縦軸にとって財市場の
需給状況を図示すると，第11図のように描げる。期待物価上昇率π邊が当初の
π。壇からπ“へ高まったとすれぱ，これに応じて総需要線はπ直の騰貴分だげ
上方ヘシフトする。その結果，財市場の均衡点は亙oから且へ移り，名目利
子率ξがちょうど期待物価上昇率π邊の騰貴分だげ高まることが容易に理解で
きよう。本稿の古典派モデルでは，期待物価上昇率の高まりは名目利子率の上
昇という形で完全に吸収されることにたるのである。
（o）資本ストヅク
　これまでの比較静学分析では刮労働・生産」部門はまったく影響を受けず，内
生変数w／P，w，γはなんら変わらないケースのみを扱ってきた。Lかし
本稿の古奥派モデル（C．1）～（C．7）においては，資本ストックKや非賃金
所得λに変化が見られるときには，以上の内生変数も影響されることが捷察
できよう。
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（i〕労働甫場wP
∫町
　　　　　　　　　E1（誓）、一…一一一訂、
（晋）鉋一■一■一一一…「　1
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第12図　資本ストックの増加
　まず，資本ストックKが外国から供与されるなどして増加Lた場合を取り
上げる。生産関数に関する仮定（2）から，資本ストックの増加は労働の限界生
産物を上昇させることが言える。このため労働需要が増大して，実質賃金率
W／Pの上昇と労働雇用量Wの増カロがひきおこされる。それに伴い，実質国
民所得（国民総生産）γも増加することになるのである。上述の内容は第12
図を参照すると明瞭になろう。資本ストックが亙oからK。の水準へ増加L
たとすれぱ，図（i）の労働需要曲線は1）π（Ko）から1）〃（K・）へと右方にシ
フトする。その繕果，労働市場の均衡点ぱEoから且に移り，実質賃金率は
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（W／P）・から（WP）・へ高まる。また，労働雇用量はハから”・の水準に
拡大する。さらに，図（ii）から，マクロ経済の生産量は労働雇用量の州から
W・への増加の効果（珊6W），および資本ストックの亙OからK・への増加
の効果（ル6K）とが梱まって，γoからγ1へと拡大することが見てとれ
るのである。
　WP，W，γがKの変化によってどのような影響を受けるかは，（26）～
（28）式から容易に知ることができる。すなわち，
　　　6（豚／1〕）＿　　　F凧　　　　　　6W　　　Ww／PF〃　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　＞0，　一＝　　　　　　　　　　　　　　＞0，　　　　4K　　　1－8岬Wπ〃　　　∂K　1－F亙wWw〃（41）
　　　6γ＿F亙伽ノPF〃　　　一一　　　　　　　　十FK＞0　　　6K　　1－F亙亙ル〃
という関係を導けるので，資本ストックが増加すれば，実質賃金率w／Pは
上昇し，労働雇用量wおよび生産量γは増加することが知られる。そして，
労働の限界生産物が資漆ストックの増加があってもあまり上昇しない状況では
（つまり，ハ亙の値が小さいときには），w／Pの上昇分，wとγの増加分
はみな小さくなることが（41）式からわかる。また，労働供給が賃金率に関して
非弾力的であるほど（つまり，ル／pの値が小さいほど），w／Pの上昇度合
は大きくたり，〃およびyの増加の度合は小さくなることも観察できる。
　さらに，利子率と消費，投資に及ぼす影響を調べてみよう。そのためには，
前節の（30）～（32）式の伽60，〃を一般的に計算しなおす必要がある。そ
こで，（29）武の右辺の∂W，6γに，（27）式と（28）式をおのおの代入Lて整
理すると，
　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～（30）’　6グ＝　　　　　　　　（1云∂1ζ十1〕6λ＿6G＋Cr＿f6アーC量6γ）　　　　　　α十ム
が求められる。ただし，ここで
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　　　　　　＾㌃〃亙〃亙　　　B＝　　　　　　　　　　　〔（1＿Cr一τ）万∬＿1’∬〕十（1－Cア4）F亙一1亙　　　　　1－1㌦w桁／P
（42）
　　　　　　　w■　　刀＝　 　　　　　　　〔（1－Crイ）Fw一ム・〕　　　　　1－1干wwNw／P
である。そして，（V）式の右辺の〃に（30）1式を，また∂yに（28）式を代
入した後まとめると，
（・・）…一［缶…H（芒祭；篶・・亙）1狐
　　　　　・（C島D・。等箒渚、）伽
　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　＾　　　　　　十　　　　　　（一C．6G一ム0r46τ十五Cテ6γ）　　　　　　　G＋ム
が得られる。それから，（▽）式の右辺の〃に（30）1式を，また6Wに（27）
式を代入Lて整理すると，
（・・）・〃一（G子五・・畿烹葦…）狐
　　　　　・（G缶・・。一余糸、ノ、）〃
　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　ー　　　　　　十　　　　　（一6G＋Cr＿τ6τ一Cチ6y）　　　　　　　G＋1。
が導かれる。
　しかしながら，（42）式のBは第1項の正負が不明であるから，その符号は
一般的に確定しえたい。だから，資本ストヅクKが増加した場合，実質利子率
7がどのように変わるかを，（30）’式からただちに結論づげることは不可能で
ある。つまり，財市場において，資本ストヅクの増加は一方では総供給yを拡
大させる。他方では投資を減少させるが，可処分所得と雇用量の増加を通じて
消費と投資を増加させる作用もあり，総需要0＋1＋Gに対する効果は判然と
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Lない。そのため，利子率γの動きについて結論を下すことはできないのであ
る。Lたがって，実質消費Cと実質投資1がどんな影響を受けるかも，（31）’
式と（32）’式からは不明である鉋
　そこで，投資は労働雇用量にはほとんど依存せず，1πの値が非常に小さい
状況を考えてみる。㈹この場合，3の第1項は正とみなせるから，3は全体的
に正となる。すると，（30）1式から”μK〈Oを得る。資本ストックKの増
加は実質利子率7を下落させるのである。なぜならぱ，資本ストックが増加
すると，総需要は総供給を下回ることになり，財市場の需給均衡を回復するた
めには，利子率は低下しなけれぱならないからである。さらに，（31）1式から
6CμK＞0が求められ，実質消費Cは利子率γの下落と可処分所得γ一丁
の増加を通じて上昇することが言える。ただL，実質投資1への影響は依然と
して確定できない。投資は資本ストツクの増加により滅少する一方で，利子率
の低下を通じて拡大することになるからである。
　もう1つ，資本ストヅクが増加Lた場合の物価水準への影響を見ておこう。
そのため，（33）式の右辺の6yに（28）式を代入すると，
（・・）・∂・一十［（讐砦篶キ及）狐
　　　　　　　　・1．箒蒜、、、刈・青〃
が導かれる。これより，
芸一十（畿緒葦・・亙）く・
となるので，物価水準Pは下落することがわかる。資本ストックの増加は実
⑲第1節の議論から，万亙亙が非鴬に小さいときには，Wが増えてもガ亙はほとんど
　上昇せず，それゆえx＊もほとんど変わらない。このことは1亙が非常に小さく・
　1はwの増大によってほとんど影響を受げないことを意味する。
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第13図　非賃金所得の増カロ
質国民所得γの拡大をもたらすから，貨幣数量説にもとづく貨幣市場の均衡
条件”二朋γを維持するには，物価水準Pの低下が必要たためである。
（d）非賃金所得
　っぎに，遺産相続，贈与あるいは宝くじなどによって，家計のr非賃金所
得」λが増加した場合を考察する。第2節で検討Lたように，労働供給は非
賃金所得と負の関係にあるので（凡＜O），非賃金所得が増加すると労働供給
は滅少する。第13図において，非賃金所得がλ。からAに増加したとすれ
ぱ，図（i）の労働供給曲線は、s∬（■o）から∫〃（A）へと左方にシフトしよ
う。その結果，労働市場の均衡点はEoから凪に移り，実質賃金率は（π／1〕）o
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から（W／ア）・へ上昇し，労働雇用量は州oから〃・に減少する。これに伴
い，図（ii）では，生産量がroからγユヘと減少するのである。
　以上の結果は，（26）～（28）式を用いて確かめることができる。これらの式か
ら，
　　　∂（W／p）＿　　F〃w∠　　　　　6w　　　　w∠　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　＞O，　一＝　　　　　　　　　　　　　　〈0　　　　6λ　　　　1－Fw舟1Vw／P　　　　∂λ　　1－F〃〃ル〃
（43）
　　　坐＿　＾凡　＜0　　　∂λ　　　1－1㌦〃淋〃
が求められる。Lたがって，非賃金所得が増加するときには，実質賃金率
wPは高まり，労働雇用量wおよび生産量γは滅少するものと言える。そ
して，労働僕給が非賃金所得に依存する度合が弱いほど（つまり，札の絶対
値が小さいほど），W／P，W，γの変化分は小さくたることが（43）式から読
み取れる。また，労働需要が賃金率に関して非弾カ的であるほど，換言すると，
＾wの値が一〇〇に近づくほど，ωW／Pの上昇度合は大きく，wおよびγ
の滅少の度合は小さくなることも理解できよう。
　利子率，消費，投資に対する影響は今回も一般的には確定しえない。（42）式
のDの符号が不明のため，（30）1～（32）1式から，λが増加Lた場合のκ0，
1の動きについて，一般的な結論を引き出すことは不可能なのである。つまり，
非賃金所得が増加すると，可処分所得の低下を通じた消費の減少と，雇用量の
低下を通じた投資の滅少とが生じ，繕果的に，総需要0＋1＋Gの減少分が総
傑給γQそれと比べ大幅になるのかどうか判明Lない。このため，実質利子
率グがどう変化するの薄㍉また，実質消費Cと実質投資∫が最終的にどうな
るかもわからないのである。
⑰　前節の（I）式より，6（π／P）μw＝F亙〃であるから，万亙πが一〇〇に近づくに
つれて，労働需要曲線Dwは垂童の形に近づいていくことがわかる。
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　そこで，前項の資本ストックのケースと同じく，投資は労働雇用量とほとん
ど関係なく，1〃の値がきわめて小さい状況を想定してみよう。この場合，D
は負とみなせるから，（30）1～（32）’式より，∂プ／6λ＞o，∂C／∂λ＜o，6η∂λ
〈Oの関係を得る。すなわち，財市場の需給均衡を実現するためには，実質利
子率7は上昇しなけれぱならず，その結果，実質消費Cと実質投資∫の両方
とも減少することになることが言える。
　最後に，（34）’式から
　　6P　　　P　　　F〃w■　　　　＝　　　　　　　　　　　　＞0　　∂A　　　γ　　1－F〃〃〃w〃
が求められ，非賃金所得の増加によって物価水準Pは上昇することがわか
る。実質国民所得γの減少がひきおこされるので，貨幣需要を貨幣供給と一
致させるように物価水準の上昇が生じるのである。
ま　と　め
　以上，本稿においては，古典派の伝統に沿った理論を支柱にしたがらマクロ
経済モデルを構築し，その分析を通じて，古典派のマクロ経済理論の顕著な特
徴点を整理かつ明確にした。主な検討内容をまとめると，つぎのように要約で
きよう。
　はじめに，ミク回的な企業行動の理論にもとづき，企業部門の生産関数，労
働需要関数，投資需要関数を導いた。つぎに，同じく家計行動の理論を援周し
て，労働供給関数，消費需要関数ならびに貯蓄傑給関数を求めた。さらに，素
朴な貨幣数量説による貨幣市場の均衝条件について解説Lた。
　このようにして得た諸関係を一括L，古奥派モデル（C．1）～（C．7）の構築
を試みた。モデルの重要な性質は，内生変数が逐次的に決定される構造にたっ
ている点に見いだせる。これより，雇用と生産・所得は経済の他の部門から独
立に，「完全雇用」の水準に決まることが言える。そして，利子率の伸縮的変
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化によって，この総傑給と等Lくたるように総需要の調整が図られ，ここに
rセイの法則」が妥当する。あるいは，利子率は貯蓄と投資の関係から決まる
とも言えるが，いず棚こせよr実物的利子理論」の特色を傭えている。加えて，
古典派の貨幣ヴェール観を反映して，実物部門と貨幣部門のr二分法」が成り
立つことも明らかにLた。
　続いて，比較静学分析を行い，本稿の古典派モデルからどのようた経済的イ
ンプリケーツヨンが得られるかを検討した。貨幣供給の増加は物価水準や貨幣
賃金率の名目変数を比例的に上昇させるだげで，雇用・生産（所得）・利子な
どの実物変数にはなんら影響を及ぼさない。すなわち，「貨幣の中立性」が成
り立つ。政府支出の増加および滅税も，雇用や生産（所得）の水準に影響を及
ぽしえない。その結果，財市場では「完全なクラウディソグ・アウト」が生じ，
財政による需要拡大効果は利子率の上昇によって100％相殺されてしまう。
　さらに，将来所得の上昇は減税と同じような効果をもつ。また，期待物価上
昇の高まりは名貝利子率を同一幅だけ上昇させるのみである。それから，資本
ストックの増加は雇用と生産・所得を拡大させ，物価水準を低下させる一方で，
非賃金所得の増加は逆に，雇用と生産・所得を減少させ，物価水準を高める働
きをすることを立証Lた。
　次稿においてぱ，古典派理論と対比させたがら，ケイソズ派のマクロ経済理
論について考察する予定である鉋
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